
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,216 333 27.5 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 1,288 280 21.7

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 1,549 146 9

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

24,523 11,791 48.1 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 24,195 11,188 46.2

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 24,091 11,507 48

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

464 380 82 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 548 473 86

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 270 187 69

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

37,632 1,088 2.9 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 38,475 1,366 3.6

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 37,806 1,033 2.7

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
胃がんの早期発見、早期治療に結び
つける。

3,100 890 3,990 0

胃がん検診事業

手段
・

内容
問診・胃部エックス線検査の実施

説明欄：バリウムによる胃部レントゲン間
接撮影。毎年、数名がんが発見されてい
る。
自己負担金1,000円。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市） 4,314 1,090 5,404 1,433

平成22年度か
ら、対象人口
率57.8％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
58.3％)

受診者 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
市町村総合交付金を活用

5,800 2,460 8,260 1,241

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-04

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 40歳以上の市民

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
必要な精密検査を受診できる。がん
を早期に発見し、適正医療を受け
る。 2,985 519 3,504 2,544

がん検診フォロー事
業

手段
・

内容

①医師会依頼がん検診（大腸・肺・子宮）は、各医
療機関で精検受診状況を把握し市へ報告。未受診・
結果不明者へ、文書・電話フォロー実施している。
②外部医療機関委託がん検診（胃・乳）は、結果通
知と精検についてのアンケートを同封し、未返信・
未受診者へ電話フォロー等実施している。21年度
は、女性特有のがん検診推進により、乳がんと子宮
がん検診の受診者の増加に伴って要精密者フォロー
も実施

説明欄：精検未受診者をより少なくする必
要がある。フォロー連絡により、受診医療
機関が分からず未受診のままであったり、
来年まで様子をみたい等の精検未受診者へ
対応し、精密検査受診へつなぐことができ
る。検診の目的を広報等で周知するととも
に、実施医療機関においても､精密検診者
の受診の必要性について周知の徹底を図
る。
事業費は、精密検査対象者へ受診状況の確
認を行うための通信運搬費で、直営で実施
しているため報償費等の人件費を削減でき
た。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

がん検診予防重点健康教育及びがん検診実
施のための指針（国）

44 496 540 28

がん検診の結
果「要精密」
と判定された
者

がん検診の結果
「要精密」と判
定 さ れ た 者 の
内、フォローが
必要な者の数

要精密者受診
率（精密検査
受診者数／が
ん検診の結果
「要精密」と
判定された者
の数）

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
包括事業補助金（基準額
の１／２及び基準額超過
分が市の負担）

1,136 567 1,703 568

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-03

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
がん検診の結果「要精密」と判定さ
れた市民

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑや予備群を早期に発
見し生活習慣病を予防する。

102,796 7,712 110,508 69,896

特定健康診査事業

手段
・

内容

メタボリックシンドローム予防のための健診とし
て、対象者には個別通知をし市内指定医療機関にて
個別健診実施。
健診内容は高齢者医療確保法に基づき実施。
＜基本項目＞問診、身体計測、診察、血圧、血糖、
脂質、肝機能、尿検査
＜詳細項目＞貧血、心電図、眼底検査（医師が必要
と判断した方）

説明欄：対象者全員に受診券等を郵送。誕生月
毎に健診実施月を分け、6～10月に市内指定医
療機関にて個別健診実施。自己負担金なし。生
活習慣病予防のための特定健診実施は保険者に
義務づけられている。国が示した参酌基準を基
に、当市が設定した特定健診実施率の目標値
は、平成22年度55％（平成24年度は65％）。健
診実施率48.1％と目標達成には至っていないの
で、今後も事業拡大しながら継続が必要。未受
診者に対しては電話による受診勧奨を行うこと
で受診につなぐ。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

115,092 6,763 121,855 85,431

40～74歳の東
久留米市国民
健康保険加入
者数

受診者数 受診率

24年度以降に向けた方向性： 拡大
説明欄：
特定健診等負担金（基準
額の１／３及び基準額超
過分が市の負担）

100,769 6,888 107,657 63,982

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-02

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
40～74歳の東久留米市国民健康保険
加入者

意図
ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑや予備群を選び出
し、生活習慣改善のための指導を行
い、生活習慣病を予防する 7,048 4,820 11,868 4,792

健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

7,321 6,396 13,717 4,648

説明欄：
特定保健指導委託費

（東久留米医師会）動機
づけ支援
（保健教育センター）積
極的支援、動機づけ支援
利用券郵送の通信運搬費
利用券封入作業事務賃金
特定健診等負担金（基準
額の１／３及び基準額超
過分が市の負担）

24年度以降に向けた方向性：

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

8,182 6,292 14,474 6,073

所管課長

対象

特定健診の結果ﾒﾀﾎﾞﾘｯｸｼﾝﾄﾞﾛｰﾑのリ
スクが高く、動機づけ支援または積
極的支援対象者と判定された40～74
歳の東久留米市国民健康保険加入者

動機づけ支援
または積極的
支援と判定さ
れた者の人数

特定保健指導利
用者数

特定保健指導
利用率

24年度以降に向けた方向性：

手段
・

内容

対象者には個別通知
メタボリックシンドロームのリスク
により、動機づけ支援または積極的
支援に分かれ、生活習慣改善のため
の指導を6か月間実施。直営と2社に
委託して実施。

説明欄：プロポーザルにて特定保健指導委
託業者を選定し、２社に委託している。積
極的支援は一部直営でも実施。利用者負担
なし。生活習慣病予防のための特定保健指
導実施は保険者に義務づけられている。国
が示した参酌基準を基に、当市が設定した
特定保健指導実施率の目標値は、平成２２
年度３５％（平成２４年度は４５％）。保
健指導のPR充実、休日・夜間にも利用でき
るようにすることで、年々保健指導の実施
率は向上しているが目標達成には至ってい
ない。今後も事業拡大しながら継続してい
くことが必要。健診結果を比較すると、保
健指導を利用しなかった者より利用した者
の方が検査数値の改善がみられ、実施効果
がある。

拡大

16-02-01

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

特定保健指導事業 市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 16 保健医療の推進とスポーツの振興 基本事業番号・名 16-02 健康の保持推進

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 16 保健医療の推進とスポーツの振興 基本事業番号・名 16-02 健康の保持推進

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

10,639 5,971 56.1 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 10,083 5,501 54.6

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 9,611 5,083 53

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

32,210 1,032 6.4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 31,171 1,092 7.5

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 31,042 1,236 9.7

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

24,794 978 7.4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 22,413 1,014 9.2

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 22,606 1,055 10.3

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

41,994 890 2.1 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 37,881 672 1.8

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 37,223 847 2.2

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
肺がんの早期発見、早期治療に結び
つける。

5,373 643 6,016 0

肺がん検診事業

手段
・

内容

問診・
胸部Ｘ線検査（全員）
喀痰細胞診検査（医師が必要と認め
た者のみ）の実施

説明欄：東久留米医師会に検診を委託。肺
がん検診実施後に、読影会を開催してお
り、近年パソコンによるレントゲンフィル
ムを管理する医療機関が増えている。
自己負担金
レントゲン撮影のみ1,500円
喀痰細胞診追加2,000円。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市） 5,835 1,041 6,876 1,938

平成22年度か
ら、対象人口
率64.5％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
57.4％)

受診者 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
市町村総合交付金を活用

4,497 984 5,481 962

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-08

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 40歳以上の市民

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
乳がんの早期発見、早期治療に結び
つける。

5,368 593 5,961 0

乳がん検診事業

手段
・

内容

問診・視触診・
マンモグラフィ検診（乳房エックス
線検査）の実施

説明欄：清瀬の複十字病院に検診を委託し
ている。マンモグラフィーによる検診。市
内には国の基準を満たすマンモグラフィー
検診のできる医療機関はない。がん発見率
が例年5つのがん検診事業で最も高い。
自己負担金1,000円。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市） 4,570 1,462 6,032 1,518

平成22年度か
ら、対象人口
率73.1％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
67.1％)

受診者

受診率((前年
度受診者＋今
年度受診者－2
年連続受診者)
÷今年度対象
者数×100)

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
市町村総合交付金を活用

4,737 1,476 6,213 1,013

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-07

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 和暦偶数年生まれの40歳以上の女性

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
子宮がんの早期発見、早期治療に結
びつける。

7,075 791 7,866 0

子宮がん検診事業

手段
・

内容

問診・視診・内診・
子宮頚部の細胞診の実施

説明欄：東久留米医師会に検診を委託して
いる。市内に婦人科が少ないのが課題。若
年層の受診率が低い。受診率の向上を図る
必要がある。自己負担金1,000円。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市） 5,869 967 6,836 1,949

平成22年度か
ら、対象人口
率67.1％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
64.5％)

受診者

受診率((前年
度受診者＋今
年度受診者－2
年連続受診者)
÷今年度対象
者数×100)

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
市町村総合交付金を活用

6,176 984 7,160 1,321

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-06

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 和暦偶数年生まれの20歳以上の女性

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 病気の早期発見、治療を行う。

35,181 5,784 40,965

後期高齢者健康診査
事業

手段
・

内容

対象者には個別通知
市内指定医療機関にて個別健診実施
問診、身体計測、診察、血圧、血液
検査（血糖、脂質、肝機能、貧血
等）、尿検査、心電図

説明欄：
東京都後期高齢者広域連合より委託を受け
実施している。対象者全員に受診券等を郵
送。誕生月毎に健診実施月を分け、6～10
月に市内指定医療機関にて個別健診実施。
東京都後期高齢者広域連合の定めにより、
自己負担金500円徴収。
受診率も高く、病気の早期発見・早期治療
のために今後も継続実施していくことが必
要。
血液検査の一部、貧血検査、心電図の項目
が市独自の上乗せになっている。
平成２１年度より、健康診査費繰入金、健
康診査費受託事業収入の2つの特定財源を
使っていて、一般財源の持ち出しは無い。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

高齢者の医療の確保に関する法律（国）

42,676 6,763 49,439

後期高齢者医
療被保険者数

受診者数 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

39,181 6,888 46,069

16-02-05

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
後期高齢者医療被保険者
（75歳以上の方、65歳以上で一定の
障害がある方）

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 16 保健医療の推進とスポーツの振興 基本事業番号・名 16-02 健康の保持推進

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

40,366 1,352 3.3 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 43,820 1,242 2.8

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 43,059 1,728 4.0

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

7,108 151 2.1 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 7,468 94 1.3

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 7,762 156 2.0

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

10,754 754 7.0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 11,317 696 6.2

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 22,362 1,053 4.7

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

5,095 3,918 77 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 3 達成度 4 効率性 4

（ 頭 ） （ 頭 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 4,983 3,828 77

上乗 □ （ 頭 ） （ 頭 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 4,769 3,660 77

□ （ 頭 ） （ 頭 ） （ ％ ）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

3,405

その他（　　　　　　　　　　　　　）

2,132

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
犬の適切な管理により、狂犬病の発
生を防ぎ、市民の健康を守る。

3,405 989 4,394

犬の登録及び狂犬病
予防注射事業

手段
・

内容

健康課で登録、再交付、転入等変更
届の手続きガ出来る。獣医師と個別
接種の委託手続きをし、４月には市
内５箇所で集合注射をしている。

説明欄：狂犬病予防法に基づいた事業。年間を
通じて、広報や集団接種のお知らせ等の広報啓
発活動を行っているが、今後も個別通知を行う
など、有効性の高い周知活動に努める。特に、
登録犬の中で、注射を受けていなかったり、注
射を受けていても市から注射済票の交付を受け
ていない飼い主に対して、個別通知を行い接種
率の向上につなげていく。また例年、予防注射
接種犬の多数が集中的に、４月の集団注射で接
種しているため、効率性及び利便性からも集団
注射を継続するが、併せて契約動物病院におい
ても、登録、注射済票の交付が行えることも広
報していき、接種率の向上を目指す。犬の登録
及び狂犬病予防注射済票の交付手数料の歳入に
より実施。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：狂犬病予防法に基づいた事業。年間を
通じて、広報や集団接種のお知らせ等の広報啓
発活動を行っているが、今後も個別通知を行う
など、有効性の高い周知活動に努める。特に、
登録犬の中で、注射を受けていなかったり、注
射を受けていても市から注射済票の交付を受け
ていない飼い主に対して、個別通知を行い接種
率の向上につなげゆく。また例年、予防注射接
種犬の多数が集中的に、４月の集団注射で接種
しているため、効率性及び利便性からも集団注
射を継続するが、併せて契約動物病院において
も、登録、注射済票の交付が行えることも広報
していき、接種率の向上を目指す。犬の登録及
び狂犬病予防注射済票の交付手数料の歳入によ
り実施。

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

狂犬病予防法

2,099 943 3,042 2,099

狂犬病予防接
種頭数

狂犬病予防接種
率

狂犬病予防接
種率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

2,132 1,010 3,142

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-12

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市内の犬

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 市民の歯と歯ぐきの健康の為

8,321 396 8,717 5,197

成 人 歯 科 健 診 （ 節
目）事業

手段
・

内容
問診：歯と歯ぐきの診断

説明欄：東久留米市歯科医師会に委託。歯
と歯ぐきの診断をし、予防のための検診で
あるが、市民からの治療費の補助の要望が
ある。個別勧奨を工夫し受診率を上げる必
要がある。
自己負担金500円。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

健康増進法（国）
成人歯科検診実施要綱（市）

6,216 486 6,702 4,097

対象者 受診者 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
45歳、55歳、65歳は包括
事業補助金（基準額の１
／２及び基準額の超過分
が市の負担）
40歳、50歳、60歳、70歳
は健康診査費補助金（基
準額の１／３及び基準額
超過分が市の負担）

5,543 492 6,035 3,628

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-11

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市民40～70歳の節目(5歳刻み)男女

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 早期発見と骨粗しょう症の予防

383 347 730 0

骨粗しょう症(節目）
検診事業

手段
・

内容

8月に広報で募集 はがきで申し込み
わくわく健康プラザにて問診、骨密
度測定。結果を医師が判定し、当日
渡す。

説明欄：わくわく健康プラザ検診車を利用
している。平成21年度より、当日に結果を
渡すことでコストを削減。受診後、検診結
果が出るまでの間に、栄養士、保健師の健
康教育を実施。要精密検査と判定された方
へは、更に栄養士、保健師による個別相談
を行っている。若年層の受診率向上が課題
である。
自己負担金500円。
受診率は低いが、若いうちから受診しても
らうことで、健康意識が高まるため、継続
が必要である。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

健康増進法（国）
骨粗しょう症検診実施要綱（市）

189 516 705 63

対象者 受診者数 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
市町村総合交付金を活用

118 492 610 25

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-10

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
20、25、30、35、40、45、50、55、
60、65歳の女性

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
大腸がんの早期発見、早期治療に結
びつける。

5,094 396 5,490 0

大腸がん検診事業

手段
・

内容
便潜血検査（2日法）の実施

説明欄：東久留米医師会に検診を委託して
いる。便潜血検査（二日法）で実施。毎
年、がん発見率の高い検診。

自己負担金1,000円。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

がん対策推進基本計画（国）
健康増進法（国）
がん検診実施要綱（市） 3,985 486 4,471 1,324

平成22年度か
ら、対象人口
率62.0％に変
更。

対象者数（対
象 人 口 率
66.4％)

受診者 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
市町村総合交付金を活用

3,682 492 4,174 788

16-02-09

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 40歳以上の市民

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 16 保健医療の推進とスポーツの振興 基本事業番号・名 16-02 健康の保持推進

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

15,116 14,037 93 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 15,133 11,044 73

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 13,539 10,788 80

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

28,093 11,980 43 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■
①27,585

②14,075

①9,592

②673

①35

②4.7

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 26,459 11,123 42

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

114,975 0 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 3 効率性 4

（ 人 ） （ 件 ） （ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 114,606 0

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 114,717 0

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

19,521 1,224 6.3 必要性 4 有効性 4 達成度 2 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 18,405 751 4.1

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 17,452 935 5

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
肝炎ウイルス感染を早期に発見し、
早期治療に結びつける。

2,934 2,410 5,344 0

肝炎ウイルス検診事
業

手段
・

内容

特定健診・後期後期高齢者健診、無
保険者健診と同時実施（40歳以上
は、過去に肝炎ウィルス検診を受け
たことのない者）、被用者保険等の
加入者

説明欄：
40歳、41歳以上で未受診の者に対して肝炎
ウイルス検診受診券を発行し、６～１０月
に市内指定医療機関にて個別健診実施。自
己負担金500円徴収。検査を受ける者は、
主に特定健診・後期高齢者健診の対象者で
あり、被用者保険等の市民の方に未受診者
が多い。
国民の安心を守る肝炎対策強化推進事業に
より、肝炎ウイル検診へ個別勧奨メニュー
（40歳以上5歳刻みの方を対象として、個
別勧奨と受診者の自己負担の軽減）を実施
するよう求められており、当市では平成24
年からの実施を検討。これを実施すると、
勧奨通知費用や検診委託費が増加するが、
肝炎対策として必要である。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

健康増進法（国）

3,571 1,933 5,504 337

40歳以上の過
去に肝炎ウイ
ルス検診を受
けたことのな
い者の人数

受診者数 受診率

24年度以降に向けた方向性： 拡大
説明欄：
肝炎ウイルス検診委託料
（東久留米医師会に委
託）
健康増進事業費補助金
（基準額の１／３及び基
準額超過分が市の負担）
市町村総合交付金も活用

2,484 1,968 4,452 251

482

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-16

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
40歳以上の市民で、過去に肝炎ウィ
ルス検診を受けたことのない者

7,026

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
感染症の予防とまん延の防止を図
り、公衆衛生の向上、増進を図る。

482 119 601

感染症予防事業

手段
・

内容

・患者が発生した場合の消每等の契
約締結
・新型インフルエンザ発生時の感染
防止対策

説明欄：感染症発生対策として、新型イン
フルエンザ対策の防護服等の備蓄を毎年、
実施しているが、強每型の新型インフルエ
ンザまん延した場合、まだ十分な備蓄には
至っていない。21年度については、弱每型
の新型インフルエンザ発生に伴い、防護服
のほか、消每液、診療医慮器具等を購入し
たため、費用が増額となった。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：感染症発生対策として、新型イン
フルエンザ対策の防護服等の備蓄を毎年、
実施しているが、強每型の新型インフルエ
ンザまん延した場合、まだ十分な備蓄には
至っていない。21年度については、弱每型
の新型インフルエンザ発生に伴い、防護服
のほか、消每液、診療医慮器具等を購入し
たため、費用が増額となった。

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

感染症の予防及び感染症の患者に対する医
療に関する法律（感染症予防方法）

864 114 978 864

市内在住の全
市民

「感染症の予防
及び感染症の患
者に対する医療
に関する法律」
に定める感染症
患者発生数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

7,026 500 7,526

25,817

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-15

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 市内の感染症患者

①22,281
②2,695

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
予防接種の普及促進を図り伝染病の
発生及びまん延を予防する。

25,817 1,385 27,202

予防接種事業（二類
疾病）

手段
・

内容

①季節性インフルエンザ予防接種＝10月～
翌年1月に市内医師会加入各医療機関で、対
象者にインフルエンザワクチンの接種を実
施した。ワクチン接種について広報掲載し
た。②新型インフルエンザワクチン接種費
用の助成

説明欄：法による義務付けの事業であり、
高齢者のためのインフルエンザ予防対策と
しては、予防接種が最も有効であり、感染
症の予防とまん延を防止のため、できるだ
け多くの対象者に受けてもらうことが重要
である。今年度の接種率は43％であり、個
人の疾病予防としては成果があったと考え
る。また高齢者のインフルエンザ予防接種
は適正なワクチン単価で委託し、個別接種
方式により実施しており、コスト・運営の
両面で効率性が高いと考える。今後も住民
への周知方法やインフルエンザ予防に関す
る啓発方法を検討し、受診率の向上を図
る。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：法による義務付けの事業であり、高齢
者のためのインフルエンザ予防対策としては、
予防接種が最も有効であり、感染症の予防とま
ん延を防止のため、できるだけ多くの対象者に
受けてもらうことが重要である。今年度の接種
率は43％であり、個人の疾病予防としては成果
があったと考える。また高齢者のインフルエン
ザ予防接種は適正なワクチン単価で委託し、個
別接種方式により実施しており、コスト・運営
の両面で効率性が高いと考える。今後も住民へ
の周知方法やインフルエンザ予防に関する啓発
方法を検討し、受診率の向上を図る。

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

予防接種法

24,860 1,320 26,180 24,860

対象者数 接種者数 接種率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

①22,281

②2,695

①1,413

②1,817

①23,694

②4,512

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-14

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

65歳以上及び、60歳以上65歳未満で、心臓
や腎臓、呼吸器等の重い病気のある市民②
生活保護受給世帯、中国残留邦人等支援給
付世帯、

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
予防接種の普及促進を図り伝染病の
発生及びまん延を予防する。

87,619 1,385 89,004 59,231

予防接種事業（一類
疾病）

手段
・

内容

予防接種法に基づき、三種混合、二種混
合、麻しん、風しん、日本脳炎、ポリオ、
ＢＣＧを個別（市内医師会加入各医療機
関）もしくは集団（公共施設）で実施。対
象者に標準接種時期に個別通知・その他、
年2回広報掲載を行う。予防接種台帳作成

説明欄：感染予防は重要であり、予防接種
法に基づき実施している。予防接種に対す
る関心を高めるため、健康課ガイドの掲載
及び広報活動を行ったことにより順調な接
種率である。法に規定された年齢を対象に
しているため、偏った実施はしていない。
ＢＣＧは、乳児健診と同日に行い接種を受
けやすくしている。またポリオ以外は個別
接種で行っているので、都合の良いときに
医療機関で受けられ、接種できる機会が増
えるため接種率が高くなっている。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

予防接種法

111,994 13,191 125,185 83,581

対象者数 接種者数 接種率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：３種混合、日本
脳炎、ポリオの子育て推
進交付金市の負担２割、
及び予防接種事故対策費
補助金を引いた額。麻疹
風疹、BCG補助なし

92,488 1,413 93,901 63,978

16-02-13

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
東久留米市に住所を有する者で、各予防接
種において定められている年齢にある者

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 16 保健医療の推進とスポーツの振興 基本事業番号・名 16-02 健康の保持推進

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

3,355 1,450 43 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 冊 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 3,000 286 10

上乗 □ （ 人 ） （ 冊 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 3,500 971 28

□ （ 人 ） （ 冊 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

508 508 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 325 325 100

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 650 650 100

□ （ 人 ） （ 件 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

25,382 13,147 52.0 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 24,973 12,735 51.0

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 24,265 12,175 50

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

1,058 271 25.6 必要性 4 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 938 247 26.3

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 836 231 28

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図 病気の早期発見、治療を行う。

2,995 2,892 5,887 0

無保険者健康診査事
業

手段
・

内容

対象者には個別通知
市内指定医療機関にて個別健診実施
問診、身体計測、診察、血圧、血液
検査（血糖、脂質、肝機能、）、尿
検査、
貧血、心電図、胸部レントゲン、便
潜血検査

説明欄：受診に関する案内を対象者全員に
個別通知。誕生月毎に健診実施月を分け、
6～10月に市内指定医療機関にて個別健診
実施。特定健診に準ずる健診項目を実施
し、健診費用は無料。生活習慣病予防・病
気の早期発見・早期治療のために1年に１
回の健診機会の提供は今後も必要。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

健康増進法（国）

3,373 2,899 6,272 611

対象者数 受診者数 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
健康診査費補助金（基準
額の１／３及び基準額超
過分が市の負担）
市町村総合交付金も活用

3,117 2,952 6,069 369

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-20

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
40歳以上の生活保護受給者及び中国
残留邦人

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
病気の早期発見、治療を行う。
（胸部疾患、消化器疾患）

37,388 1,446 38,834 0

特定健康診査に伴う
追加項目健診事業

手段
・

内容

市内指定医療機関にて個別健診実施
特定健診時に胸部レントゲン、便潜
血検査（一日法）を、自己負担500円
にて実施。

説明欄：結核の早期発見・早期治療を目的
に、６５歳以上の市民に対しては、１年に
1回胸部レントゲン検査実施が義務づけら
れているため、事業継続が必要。６～１０
月に市内指定医療機関で個別実施。特定健
診・後期高齢者健診対象者は同時実施でき
るため受診者が多く効率的である。
自己負担金500円徴収。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

感染症予防法（国）

41,619 1,933 43,552 13,824

対象者数 受診者数 受診率

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：
市町村総合交付金を活用

38,286 1,968 40,254 8,178

その他（　　　　　　　　　　　）

16-02-19

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象 ｆ

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
大気汚染の影響を受けると推定され
る疾病にかかった者に対し医療費を
助成する。 1,844 30 1,874

大気汚染医療費助成
受付事務

手段
・

内容

都から大気汚染医療費の助成を受け
るための申請窓口で受理し保健所へ
提出する。

説明欄：都の助成により健康維持に繋がり
救済されている。また、市民の健康づくり
の推進に結びつく。市税の支出はなし。ま
た、申請受理等は市で行い、助成は都で行
うのは妥当である。
福祉保健区市町村包括補助による全額補助

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

・大気汚染医療費助成条例（東京都）
・大気汚染に係る健康障害者に対する医療
費の助成に関する条例（及び施行規則)
（東京都）

1,859 29 1,888

市民 申請件数 助成件数

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

1,770 31 1,801

その他（　　　　　　　　　　　　　）

16-02-18

健康課
予防係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象
気管支ぜん息にり患していて、都内
に引き続き１年以上住所を有し、健
康保険等に加入されている市民

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図

各種健康診査の結果や健康相談の内
容を記録し、自らの健康管理、健康
づくりに活用することができる。女
性健康手帳も活用する。 130 99 229 70

健康手帳交付事業

手段
・

内容

健診・健康教育・個別相談等、市民
に接する機会に手帳のメリットや活
用方法を具体的に説明しながら交付
する。

説明欄：市民が健診や健康教育、健康相談
を受ける際にこれまでの経過についてわか
るようにしておくことで、自分の健康状態
についてより深く理解することができる。
市民のライフステージに合わせた健康管理
手帳として継続し、また女性特有の疾患や
予防の意味からも女性の健康づくりに特化
した健康手帳も必要である。

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額

24年度以降に向けた方向性：

（国）
健康増進法第九条
 (市）
健康増進計画「わくわく健康プラン東くる
め」
 

171 99 270 78

集団健診・健
康教育・個別
相談等に参加
し た 市 民 の
数。

健康手帳交付数
健康手帳交付
割合

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：健康増進費補助
金（基準額の１／３及び
基準額超過分が市の負
担）
< 事業費>
・健康手帳
・女性のための健康づく
り手帳

88 91 179 69

16-02-17

健康課
保健サービス係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

1.老人医療受給者以外の40歳以上ま
たは、40歳未満の交付を希望する市
民
2.3歳児健診来所した母親

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業
番号

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事務事業名

指標 指標 指標

だれもがいきいき幸せに暮らせるまち 施策番号・名 16 保健医療の推進とスポーツの振興 基本事業番号・名 16-02 健康の保持推進

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

7,752 2,212 28.5 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ 7,951 2,251 28

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

説明欄：

その他（　　　　　　　　　　　　　）

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

意図
国の経済対策事業で受診率を50％ま
で引き上げる。

女性特有のがん検診
推進事業

手段
・

内容

【子宮頸がん】
問診・視診・内診・子宮頚部の細胞
診の実施
【乳がん】
問診・視触診・マンモグラフィ検診
（乳房エックス線検査）の実施

説明欄：平成21年度からスタートした新規
事業。今までがん検診を受診したことの無
かった方の掘りおこしが出来ており、がん
発見率も高い。平成23年度から、がん検診
推進事業と名称が変わり、大腸がん検診が
要綱に追加されているため、事業拡大の必
要性がある。
子宮頸がんは東久留米医師会に委託
乳がんは複十字病院及び東京都予防医学協
会に委託。
特に、東京都予防医学協会はわくわく健康
プラザで検診車を用いて実施。スタッフ
（医師・レントゲン技師含む）全員が女性
のため好評である。

24,550 4,920 29,470 0

所管課長 健康課　 田中　百合子

説明欄：

全額補助 一部補助有 市全額 受診率

24年度以降に向けた方向性： 拡大
説明欄：
疾病予防対策事業費等補
助金（平成２１年度国負
担１０割
平成２２年度１／２市負
担）
平成２２年度は市町村総
合交付金も活用

24年度以降に向けた方向性：

女性特有のがん検診推進事業実施要綱
（国）

23,243 5,346 28,589 3,860

対象者数 受診者数16-02-21

健康課
特定健診係

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

対象

平成22年4月1日現在、子宮頸がん検診20
歳・25歳・30歳・35歳・40歳の女性、乳が
ん検診40歳・45歳・50歳・55歳・60歳の女
性

東久留米市


